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国産食用大豆自給率向上に関する研究
笹　原　和　哉
A Research to Raise Self-Support Rate of Japanese Food Soybean
【はじめに】
我が国の食料自給率が40%に止まっている現在,自給率向上目標を具体的な数字を挙げて,
政乱農林水産省等が上昇させようとしている･本論文は目標値をいかにして達成していくかに
っいて,食用大豆に注目し,歴史的考察,生産者と加工業者の意向等を踏まえながら,国産食用
大豆自給率向上の具体策を検討ないし提示することを課題とした･本論文は食用大豆の自給率
20%(25万トン程度)という現行の水準を向上させていく上で,生産者と加工業者との意識ギャッ
プに注目する.課頓から導かれる3つのギャップの解消策,これこそが需要を喚起する具体的な
自給率向上方策と位置づけ提示して,達成に寄与しようとしたものである･
【国産大豆自給率の歴史的推移】
まず,大豆生産量,作付面積について,その歴史的推移に着眼し,統計資料を用いて100年近
く前の戦前の｢清洲｣産大豆や北海道産大豆が世界に輸出される時期から現代までを対象に検討
した.その結果, ①国内の生産ピークは1920 (大正9)年の55万トンであったこと,当時｢満
洲｣は大豆の輸出によって世界最大の油糧資源供給地-成長したが,第二次世界大戦を機にアメ
リカ合衆国が大豆産地として成長すること, ②戦後一時的に50万トン以上を国内で生産するが,
高度経済成長期にアメリカ合衆国からの輸入に押され,国産大豆は10万トン台と5分の1以下
に急減したこと, ③1978 (昭和53)年からの転作強化により,徐々に増えたものの,なお20
万トン台程度に止まっていることなどを明らかにし,こうした過去の経緯から国産大豆の生産量
50万トン,自給率にして50%程度まで高めることが可能だと展望した･
【急減要因から見た現代の国産大豆自給率向上の課題】
次に,戦後の高度経済成長期における国産大豆自給率の急減状況を対象に,その際の制度変化
に対する生産側の状況,加工業者の置かれた状況に着目し･両者の対比から,自給率向上の課題
が生産者と加工業者の意識ギャップにあることを明らかにした.一点目は品質とは何を指すかと
いうイメージのギャップである.生産者の考える品質とは農産物検査を受けることを前野に,檎
査項目にある外観の被害粒の多少を指す.ところが,加工業者の考える品質とは残留農薬等食品
の安全性,糖分,蛋白含量といった食味や栄養成分に関わる点,豆腐に限っては固まりやすさと
いったことが,外観を上回っている.もう一点は品質と生産量安定のどちらを重視するかという
価値観のギャップである.生産者は加工業者よりも有意に大豆の品質について重視し,収量の安
定については有意に軽視している.結論として,意識ギャップを解決する策として, ①現行の農
産物検査制度を加工業者のニーズにマッチするよう改正することが必要なこと, ②生産者サイド
では加工業者が最も期待する大豆生産(供給)の安定化を図ることが必要なこと, ③直接取引に
ょる大豆産地形成を推進すること,といった3点を一段階具体的な課暦として示した･
【農産物検査制度の改正】
生産,加工の意識ギャップを解決するための3点の課題のうち,まず,現行の農産物検査制度
を加工業者のニーズにマッチするような改正方向について検討する･なぜ現状の農産物検査制度
が成立しているかを対象に,歴史的推移に着眼して検討･考察を行った･戦後の国産大豆を対象
とする農産物検査は, ｢農産物の商品としての規格化,標準化,その農産物が持つ商品価値を客
観的に評価する｣ために実施されている･元々大豆の農産物検査は･戦前の南満洲鉄道では｢混
合保管成立｣のため,開始された.戦前の北海道を筆頭とした国内では｢声価(ブランド)の向
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上｣のため,開始された.共に敏速さを尊重することから,技術上やむなく外観で成分を推測し
ていた.その後外観こそが大豆の価値であるかのように,外観重視の傾向が一人歩きした.結論
として,現行の外観重視の検査制度から,分析技術の向上を背景に近赤外分光分析法を用い,残
留農薬,糖度,たんばく質含量等の成分検査に基づく制度に改正すべきであることを指摘した.
【収量安定性の向上】
2点目の課題である大豆供給の安定化向上について検討する.北九州における大豆生産は｢フ
クユタカ｣に偏り,収量の変動が大きい傾向がある.そのうちのある大豆産地(福岡県筑前町)
の事例を対象に,梅雨時期に播種適期が重なることによる収量低下に着目する.播種が遅れるこ
とによる影響と,播種方法ごとの降雨によるまき直し発生の確率等をシミュレーションして検討
することによって,収量の安定のためには, ｢慣行播種｣と対比させた｢攻めの播種｣が有効であり,
転換すべきであることを論証した.さらに,収量安定化を要件とする交付金体系の制度化を提唱
した.
【直接取引を活用した産地形成】
3点目の課題である直接取引を活用した産地形成の推進について検討する.九州の黒大豆や在
来種を用いた産地形成事例を対象として,生産者-の交付金情報等が表示されるツール｢Soya
試算シート｣が,直接取引に有効かを検証する.本ツールは,加工業者にとって課題であった,
購入価格設定に必要な情報の不足を改善すること等,直接取引による産地形成に有効であること
が示された.
【あわりに】
本研究は喫緊の課題である食料自給率の向上について,国産食用大豆を対象に歴史的考察,坐
産者と加工業者の意向のギャップの解明を行った.そこから食用大豆自給率向上のために具体策
を検討し,主要な3点の課題を明らかにした.その上で,それぞれの課題について,具体的解決
策について指摘した. 1点目の課題である農産物検査制度については,残留農薬や機能性等成分
検査を中心行う方向-改正することを指摘した. 2点目の課題である大豆生産(供給)の安定化
については, ｢攻めの播種｣といった収量安定化技術を導入する状況を整えることを指摘した, 3
点目に直接取引による大豆産地形成を推進する課題に対して, ｢Soya試算シート｣の活用が有益
であることを示した.
①加工業者のニーズとその変化に海外産よりも轍密に応える検査態勢であること, ②安定して
原料が届き続けること, ③加工業者が納得するため,交渉において生産者の状況を理解できるこ
と,これら3点は,高価にて提供されている国産大豆において,輸入大豆に対して声価を向上さ
せるために実施すべきことである.それらは国産大豆の作り手の心を使用者に届けることにも通
じるため,実施しておくべきことであると主張した.
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